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１．研究計画の概要 

本研究は，EU とその加盟国におけるシ
ティズンシップ教育政策並びにその実施
状況を，「能動型シティズンシップ(active 
citizenship)」に着目して英仏独を含む４カ
国程度を比較分析し，EU の目指すシティ
ズンシップ教育の内容と効果を考察する
ものである。同時に，教材・授業分析，制
度・政策分析および社会調査の３つのアプ
ローチにより，EU の教育政策の立案・実
行過程を多角的かつ統一的に把握するこ
とを目的とする。具体的には，EU の教育
における「シティズンシップ」の概念を再
検討し，加盟各国における実際の教育政策
における運用についての比較考察，および
リスボン戦略に伴う 2010 年に向けた教育
指標にあるシティズンシップ教育の進捗
状況と，新規加盟国の増加がヨーロッパと
いう教育政策空間に与えるインパクトの
解明を試みるものである。 

 
２．研究の進捗状況 

研究方法は，現地調査による資料収集（先
行研究等文献，教育政策関連文書，教科書・
教材等）と分析，関連機関（教育・研究機
関，行政機関等）の訪問調査およびインタ
ビューによるものである。同時に，ＥＵ新
規加盟国に関する地域研究者による専門的
知識の提供を受け，現地調査国の把握およ
び，シティズンシップ教育について，社会
的・文化的・歴史的・政治的背景等の考察
をおこなう。 
以上の方法で，主に次の 3 点に取り組み，

シティズンシップ教育を含む教育政策と実
践の把握，およびその背景（移民やマイノ
リティの社会統合など）の考察を進めつつ

ある。なお，これまでの現地調査は，ドイ
ツ，フランス，オーストリア，ラトヴィア，
スロヴェニアを中心に，ＥＵ関連機関のあ
るブリュッセル等で実施し，またＥＵへの
視点を明確にすべく，日本国内の外国籍児
童・生徒の教育に関する調査もおこなって
いる。 

(1) シティズンシップ教育に関するカリキュ
ラム，教科書・教材等や，ＥＵの教育政策
に関する資料・データ・情報等の収集およ
び整理・分析 
①カリキュラム，教科書・教材等の収集 
②ＥＵのシンクタンク（CRELL および

EURYDICE）発行の資料・データ・情
報等の収集 

③欧州評議会，欧州委員会教育文化総局等，
ＥＵ関連機関における資料収集，インタ
ビュー 

(2)ＥＵと加盟国の政策実施過程および加盟
各国におけるシティズンシップ教育の政策
と実態に関する現地の関係機関等での調査
および考察 
①現地の関連教育行政機関，学校，研究機
関等における訪問調査（授業参観，行政
担当者や教員，研究者等へのインタビュ
ー 

(3)国内の旧東欧圏等の研究者より専門的知
識の提供を受け，それに基づく形で EU 新
規加盟国の状況把握と現地調査 
①ラトヴィア，エストニア，ブルガリアに

おける，90 年代の民主化後の社会状況，
政策および教育改革動向等の把握 

②ラトヴィア，スロヴェニアにおける現地
調査による旧社会主義体制の影響の考
察 
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３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
（理由） 
 研究計画に基づいて調査地を確定した上
で実際に現地調査を進めており，さらに資料
収集も順調に進展している。すでに相当の研
究成果が書籍・論文ならびに学会報告等の形
で発表されており，これまで年に 3 度ずつ開
催してきた研究会（研究打ち合わせ）におけ
る議論からも，最終年度に向けた研究成果の
蓄積が予定通りに進んでいることが確認さ
れる。 
 
 
４．今後の研究の推進方策 

最終年度として，(1)EU のシティズンシッ
プ教育政策分析，(2)EU 加盟国の各シティズ
ンシップ教育の政策実施過程分析，(3)加盟各
国における個々のシティズンシップ教育の
実態（教科書・教材等）分析について研究総
括をおこない，成果の出版に向けて原稿のと
りまとめを行う。総括にあたっては，ＥＵの
これまでの教育・訓練政策，ヨーロッパにお
ける能動型シティズンシップ，ヨーロッパ教
育の実践を主たる観点とし，英独仏の 3 カ国
に加えて，ＥＵ加盟国のうち新規加盟を含む
小国（オーストリア，オランダ，スロヴェニ
ア，ラトヴィア）をとりあげる予定である。 
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